予算要求資料
平成28年度当初予算　　　　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：健康増進対策費　　
	事業名　新 健康実態分析システム構築費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　健康福祉部　健康福祉政策課　政策企画係　　電話番号：058-272-8260
E-mail： ｃ11221@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　12,780千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費

（千円）
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県債
	一般

財源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	12,780
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,780

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　

２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
○社会保障関係経費が累増する中、県で取組むことができる抑制策として、県民が病気にかからず、いつまでも元気で暮らせるよう、健康寿命の延伸に寄与する「健康づくり」を推進する必要がある。

　※社会保障関係経費の増加　Ｈ17：671億円→Ｈ27：1,130億円
　※健康寿命とは日常的に介護を必要としないで自立した生活ができる生存期間を指す。
　　＜日常生活に制限のない期間の平均（平成22年）＞

　　　　　岐阜県（男）70.89　岐阜県（女）74.15

　　（参考）平均寿命（平成22年）

　　　　　岐阜県（男）79.92　岐阜県（女）86.26　
　
○健康づくりのためには、地域の実情に応じた取組みを行うことが望ましいが、現在、県内の健康実態を把握する取組みが行われていない。
（２）事業内容

○新たに保健環境研究所に疫学調査部門を設置し、各医療保険者から提供いただくデータを調査・分析する体制を整備し、分析したデータを地域医療構想やヘルスプランといった各種県計画等に活用するとともに、データ提供を行った各保険者が被保険者の実態に応じた予防事業を実施するための参考とする体制整備を行う
（３）県負担の考え方
　 ○当該事業は、県が自主的な社会保障関係経費抑制策として取り組むものであることから、県が負担して事業遂行することが妥当。
　　
　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	12,780
	健康実態の分析を行うに必要となるシステム機器の導入及び運用保守経費

	合計
	12,780
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）国・他県の状況

　 ○地方公共団体の研究機関による健康実態の分析は、愛知県、千葉県、埼玉県で実施している。

（２）後年度の財政負担

　 ○当該事業は平成32年度までの５年間運用する。

　　 　
　 ○また、平成33年度以降も、事業継続を予定するとともに、必要に応じて、順次調査・分析事業の拡大を予定。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県内の全ての保険者からデータを提供いただき、県内全域に各保険者が被保険者の実態に応じた予防事業を実施する体制を整備。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	分析結果数（データ提供保険者数）
	－　
（H27）
	（H  ）
	（H  ）
	－　
（H27）
	全保険者
（H33）
	－％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・保険者協議会にて各保険者にデータ提供を依頼
・保健環境研究所所有のＰＣにてダミーデータによる分析作業のシミュレーションを実施

・


（前年度の成果）

	・保険者の一つである協会けんぽと健康づくり推進に向けた包括協定を締結



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　　

○

	社会保障関係経費の抑制、県民の健康づくりに資する本事業は必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　


（今後の課題）

	　現段階で、データ提供に消極的な健康保険組合に対し、当該事業の有用性を訴え、データ提供につなげる取組み。


（次年度の方向性）
	　平成２８年度中に提供いただいたデータの調査・分析を行い、提供保険者にフィードバックする。


